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1．はじめに
（1）　本論の糸口
　本題を論議してゆく上において，少々古い判例であるが，次の二つのも
のをその糸口としてまず提供したい。
　　　　　　　　　　　　　　（1）　①　東京高判昭和56年2月26日
　医療器具を製造する会社Aと，その販売会社Bとの間で商品の販買契約
が結ぼれた。その内容は，医療器具を年間5000台程度販売する，その代金
の支払期限は，毎月20日しめ切りで，その半額を月末90日の手形で残余は
翌月小切手で支払う約定とする，なお，その契約中第7条で，相手方に対
2して信用に不安が生じた場合，一方的に履行の拒絶ができる，というもの
であった。　　　　　　　t
　そこで，契約にしたがって，約2回にわたり販売がなされた。3回目の
注文をBから出したところが，Aはこれに対して商品の納入をしなかっ
た。その理由として，Aは，販売契約当時においてはBに対しての信用調
査はしていなかったが，契約締結後，ある調査機関を使い，調査をしたと
ころ，Bは設立されてまだ年数も浅く，また十分に売り上げも上がってい
ない等の報告がなされた。その報告に基づいて，AがBに対して不心感を
いだいたというのが理由であった。これに対し，判決は「本契約は相当期
間にわたり継続的に商品を供給する趣旨のものであり，契約締結後買主に
ついて生じる代金債務不履行又はその恐れがある場合にそなえる必要があ
るところから右9条の約定をしたものと認められるから，同条をもって単
に売主が主観的に代金債務不履行の恐れを抱けぽ何時でも自由に販売を停
止し得る趣旨のものと解することはできず，買主に支払期日における代金
決済を期待し難い客観的合理的な蓋然性が認められた場合に限り，じ後の
供給を停止しうる趣旨」と解すべきであるというものである。
　本件の場合については，いわゆる，興信所の調査報告は単に若干の警戒
を要するというものにすぎず，それ自体にまだ販売人の信用不安を客観
的，合理的に根拠づける資料としては，不十分である。またこのような調
査は，本来，契約締結前になすべきである。また，それによって信用不安
をいだいた場合，Bに対し，その旨を通知し，説明を求め，あるいは，担
保の提供を求める等の折衝をすべきである。それに対して相手方から納得
の行く説明もなく，適当な担保提供もないという事態に立ち致った場合に
は，代金不払の恐れがかなり客観性をおびたものと評価することができ，
販売を停止しうるとこの判決は述べているといえる。
　　　　　　　　　　　　　（2）　②　東京地判昭和56年1月30日
Aは，時計の卸売商であり，Bは時計等の販売店である。　Bの方からA
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に対して，Bが新たに設ける店で時計を販売したいとの旨を申し入れた。
一度はまだ初めての申し入れということから，Aより現金決済にするか，
また信用売買の場合は担保を提供してほしい旨の申し出があった。しか
し，その後，何度もBがAに足をはこび折衝の結果，担保の提供も全くな
く，継続的な商品の供給がなされることになった。そこで，次のような契
約が締結された。手形条件として，毎月20日締切り末日起算の120日の約
束手形とし，手形渡し日は翌日の17日ということ，歩引条件ならびに，B
の担保の提供は不用であり，商品の発送はAの方直接行なうことが定めら
れた。その後，販売会社の方が十分に販売成績を上げられなかったが，歩
引きの条件が後にもう一度卸売業者の方から申し出があったが，相手方が
それについて十分に応じなかった。そのような事情から卸売業者が販売業
者に対して不心感をいだくようになった。そこで，本件では，一方的にA
の方が時計の供給を停止したわけである。これに対してこのBの方は供給
の停止を債務不履行であるとの理由をもって本件の訴訟におよんだわけで
ある。以上に対し，本判決は，「継続的供給契約において，契約締結後，
当事者の一方に資力不足等の信用不安が発生する等，著しい事情の変更が
あった場合には，契約の存続により不利益を受ける相手方は，契約は解除
し得ると解するのが，信義則上相当であるし，また，解除しないまでも，
かかる事情の変更ないし相当の事由がある場合は，新たに，担保の提供を
求める等有利な取引条件への改定を求め，これに応じないときは，以後の
取引を拒絶しても，債務不履行の責任は負わないと解すべき」と判示した
しかし，本件では，まだ十分に信用不安が発生する等，たとえぽ原告の資
力不足等発生していないということから，Aは債務不履行にあたる。また
Bは，契約締結の前後を通し年々その業績を伸ぽし，売上高，従業員数，
店舗数等も順調かつ大幅に増加させているということ，Aは，　B原告の信
用調査を実際に締結前にしており，そのような信用調査をしたうえで，本
件継続的取引を開始していることから，そういう点も含めて，いわゆるA
が時計の納品をしなかったということは，債務不履行に該当するとした。
4　以上紹介した二つの事案は，一方は信用不安に対する約定がある場合，
他方はない場合である。したがって，一方は契約の解釈という問題であ
り，他方は契約のない場合に履行拒絶権というのが認められる根拠はどこ
に求めるかということが問題となるようにも思われる。
　注目しなけれぽならないのは，昭和56年2月26日判決によると，いわゆ
る契約締結前に信用調査をなすべきであり，また，信用不安をいだいたな
らぽ，担保提供を求める等の折衝をすべきである。そして，担保の提供が
ない等との場合においては，いわゆる，信用不安の客観的な基礎ができた
といってよいと述べている点に注目すべきであると思われる。
②同時履行と異時履行
’周知のように，一般の取引方法において互いに対価的意味を持つ各債務
は，原則として相手方がその負担する債務の履行があるまでは履行しなく
てもよいとの関係が認められている（民法533条）。これに対して双務契約
においても，法律上・慣習上また，特約により，さらに，契約の性質・内
容により一方の債務が他方よりも先に履行されるべきものと定められてい
るものが多い（北川・現代契約法1181頁以下にその実体についての詳細
は論述がある。また，通産省企業局編r取引条件の実体』参照）。
　ところで一般に商取引においては，売主が納品の後一定期間後に，手形
払いか現金払いで決済をするのが通常である。つまり，商品売買の実際は
異時履行が原則とも思える。このように相対立する債務の履行期が異なっ
ている場合，売主は買主に対して一定の信用供与を行なっていることにな
るが，この信用供与に対する問題が本稿の中心課題となる。
③継続的商品取引と同時履行
　継続的取引契約における給付は，一般に売主が先履行義務を負い（牛
乳，新聞の配達による売買契約を想起されたい）買主は物の供給後に自己
の債務を履行するという関係を生ずる。ところで，民法がこうした双務契
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約の履行に関して，当事者双方の債務が一一個の双務契約から発生し，相互
に対価的関係のある場合，「同時履行」の関係を認めている。すなわち，
双務契約における各債務は，一方の債務が履行されるまでは他方の債務も
履行されなくてよいとするものである（民法533条）。これは，双務契約に
おいて，自己の債務を履行することなく相手方に対して債務の履行を求め
ることができるとすれぽ，まさに，公平の観念に反するからである。それ
は，双務契約により生じた各当事者の債務には相互関連性（牽連性）が認
められ，そのことからその両債務の履行については，当事者が相互に引換
給付を求めうるという点にある。つまり，この同時履行の抗弁権には，両
当事者の公平を維持するという制度趣旨のもとに債務の同時交換を担保す
るという機能と債務者が自己の債権を履行してもらうまでは，債務の履行
を拒絶することによって自己の債権を担保するという機能（先履行の阻止）
　　　　　　　（3）があるといえよう。特に，従来，指摘されているように，相手方の財産状
態が悪化したような場合には，それらの機能が大いに発揮されることにな
ると思われる。
　しかし，当事者の一方が先履行の義務を負っているような場合，また，
先履行義務者の債権がいまだ履行期に到達していないあいだにおいては，
民法が定める「同時履行」の関係は認められないかが問題となる。
　従来，こうした場合には，たとえぽ，牛乳，新聞の売買契約において買
主が前期分の代金を払わず，今期分の供給を請求する場合に，また反対
に，買主が売主において，今期分の供給がなされないということを根拠に
前期分の代金の支払を拒むことはできないとされてきた。しかし，こうし
た本来的に，後履行の義務が先履行の義務に単に対応しているという関係
が認められる場合にも，民法が定める同時履行の関係をみることができる
　　　　　　　　　　　　　（4）か否かについては，議論がある。思うに，こうした交換的になされる給付
においては，一方に履行拒絶権を与えるのが公平であるということから同
時履行関係を認めてよいと思われる。したがって，これらは，民法533条
の本来的な機能外から認められるものといえよう。
6　ところで，前述したように同時履行の抗弁権は，双方の債務が弁済期に
あるということが必要となる（民法533条但書）したがって，前述のよう
に本稿であつかうような継続的商品取引契約においては，一般に，当事者
の一方が（主として売主）特約により先に履行するという約束を結んでい
る。こうした場合には，先に見てきたような双務契約における履行上の相
互依存性は認められないから，先履行i義務者は相手方の履行請求に対して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）同時履行の抗弁権を主張することはできない。
　そこで，問題となるのは，先履行義務者が不履行の間に相手方の後履行
義務が履行期に達した場合なお先履行義務者は同時履行の抗弁を主張でき
ないか。また，相手方の財産状態が悪化し相手方の履行を期待できないよ
うな場合，先履行義務者は履行の義務を免がれることができないのか，そ
して，履行を拒絶することができないのか，という問題である。
2．売主の利益確保の方法
　さて，このした，継続的商品取引に対して，先履行義務者が相手方の信
用に不安をいだいたような場合に，わが民法上，どのような手段が考えら
れるのかということについて述べてみたい。
　まず第一には，売買の目的物を売主の占有下に置くことにより，例え
ぽ，他へ売却し，それによって売買代金を得るということもできる。しか
し，売買の目的物をいったん，引き渡してしまうと，はたして売主を十分
に保護することができるだろうか，との問題が生ずる。
　そこで売主の引渡前については，一体どのような方法によって保護され
　　　　　　　（6）ているのだろうか。まず財産悪化の最たるものとして，買主が破産したと
いう場合には，売主は破産管財人の契約の履行，解除の選択権行使という
制度が，破産法59条によって認められている。すなわち，買主が破産した
ような場合には，破産宣告当事，売主および買主の双方の債務の履行が完
了していない場合には，売主は，自分の負担する債務を財団のために完全
に履行しなけれぽならない。それに対して，その得くべき売買代金債権，
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これは破産債権者として破産財団を構成する総財産から比例的満足に甘ん
じなけれぽならないわけではなく，破産法59条により契約の履行，または
解除の選択権を有する破産管財人が契約の履行を選択した，こういう場合
には，売買代金債権はこの財団の債権となる。管財人と売主との問には同
時履行の抗弁権が成立する。また，この破産管財人が解除の方を選択した
場合には，相当期間内の破産管財人の選択，等によって売買契約は解除さ
れたとみなされる場合には，もはや自分の債務を履行する必要はない。も
しそういう場合に損害をこうむった場合，破産法第60条1項によりこの損
害賠償債権，損害賠償請求権を主張することができると規定する。また，
全部の履行をしていないが一部の履行をしてしまっていた場合には，その
給付の目的物がこの破産財団中に現存する限り，、その返還が請求できる。
現存しない場合にはその価額変を財団債権者として主張することができる
と解されている。そこで，1後履行義務者である買主の財産状態がこの破産
の宣告にまで至れぽ，この先履行義務者である売主は，こうした不安の抗
弁権を特え必要とするわけではない。この点た》ういそ，会社更生の場合に
ついても同様の規定が置かれている。すなわち，会社更軍法第103条，
108条，104条等により，破産の場合とほぼ同様な規定である。また，売
主が売買の目的物を買主に送付したが，相手方にまだ到達しない間に信用
不安が明らかになった場合には，破産法第89条，会社更正法第64条によっ
て，途中差止権または，売主の取り戻し権によって保護されることにな
る。こうした権利によって，売主の商品引渡前については，破産法，会社
更正法等によりなされる。実際は，極度の悪化があったような場合，以
上の規制によって売主の不利益は十分救済されるということになる。また
この買主の財産状態が悪化したような場合には，民事訴訟法第738条
（いわゆる仮執行）により売買債権の履行期が到来しない場合でも，　「之
ヲ為ササレハ判決ノ執行ヲ為スコト能ハスヌハ判決ノ執行ヲ為スニ著シ
キ困難ヲ生スル恐アルトキ」との文に該当するとして，この買主の財産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）に対して売買代金を執行債権とする仮差押をすることができる，ただ，問
8題になるのは，この仮差押がなされるといっても，はたしてそれだけでこ
の売主の売買代金債権に対して十分な担保力を持つものとなりうるかは問
題である。なぜならぽ，まつ第一に，売主がこの仮差押の制度の利用によ
って，はたして利益を確保できるかどうか，つまり，仮差押という制度は
債権者に現在以上に完全な満足を受けさせるというようなことを目的とし
ているものではない。したがって，この債務者の資産状態が悪化して，ま
た債務超過，債権者の競合する場合，債務者の履行というのは，ほとんど
すでに他の債権者の共同の担保に供されている。だから，無担保債権者が
仮差押によって債権を満足しうる地位を，結局，確保できないのではない
かということがまずag－一点である。仮に，仮差押ができたとしても，競合
債権者の配当要求により，決してその仮差押債権者の地位は強力でないと
一般に述べられている。したがってこの仮差押制度を使ったとしても，は
たして売主のこうした売買代金債権を確保する，つまり債権者を救済する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）に十分であるかどうか，これはかなり疑問に思われる。なお，もしこの信
　　　　　　　　　．　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用不安という状態が契約締結時前に生じたか，また，契約締結時に生じた
か，または，存在した場合については，詐欺（民法96条），または，いわ
ゆる錯誤（民法95条）というものによって，取り消しまたは無効となる場
合もあるのではないかとも思われる。さらに，売買契約書の中でいわゆる
「期限の利益の喪失条項」が存在するような場合については，それによっ
て期限の利益が喪失することになる。したがって，買主の履行期が，後履
行をするとの権利が無くなり民法第533条の同時履行の抗弁権という問題
にもどって行くということも可能となる。期限の利益喪失条項について付
言すると，この条項がある場合，約束された期限の利益の喪失事由が発生
すれば，買主は期限の利益を喪失するから，代金の支払の履行期も目的物
の引渡の履行期に到来することになる。こうした場合，売主は当然，同時
履行の抗弁権を行使することになり，代金を請求することになる。代金の
提供がない場合，売主はこの目的物の引渡を拒絶することができる。これ
は，一般には売買代金の早期回収，または，売買の履行拒絶権をも認めた
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ものであるということが言える。詐欺・錯誤の主張の可否については，次
のような考え方もできる。すなわち信用売買の場合には，売主は，買主の
代金債務が履行されるまでは十分な担保を有しているとのリスクを負い，
買主の資力信用において思いちがいがあったような場合には，詐欺による
主張，または錯誤による主張が有力な機能を持つのではないかということ
である。この考えには，次のような反論が予想できる。すなわち，こうし
たリスク（債務者の債務弁済能力）は債権者が負うべきであるというもの
である。したがって，信用売買についての適用の可否は問題である。
　以上のようにみてゆくと，我国の民法上の救済手段は，破産法，会社更
正法等を使ったとしても，実は，十分に売主の代金債権の確保ということ
はできないのではないか，というように思われる。
　たしかに，こうした継続的商品取引においては，前述の判例にもあった
ように，たとえば年間数量を約定している供給者の商品供給能力と，供給
を受ける側の信用状況，販売の範囲等を十分考慮して，普通はこの契約を
結んでいる。買主側にとっては，たしかにそのことによって供給者側の一
定数量の商品が継続的に供給されるということが保障されることになり，
自己の市場の維持，拡大にいっそう，一定の計画性を持つことができるわ
けである。しかし，前述のように，そのことが，継続的商品取引のなされ
ていく一つの特徴であるとしても信用不安が起こった場合にはやはり何ら
かの形で，売主の代金債権というものを確保する手段が必要になるだろう
と思われる。
3．　ドイツにおける不安の抗弁権の素描
　以上の問題を考えるため以下において，ドイツ民法の考え方を素描して
おきたい。
　ドイツ民法321条は，次のように規定している。
　「双務契約二基キ相手方二先チテ給付ヲ為スベキ者ハ，相手方ノ財産状
態が契約締結後本質的二悪化シ之二因リテ反対給付ヲ受クルコト能ハザル
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虞アルトキハ，反対給付ノ実行又ハ之二対スル担保ノ供与アル迄ハ自己ノ
負担スル給付ヲ拒絶スルコトヲ得。」
　この条文は，ドイツ民法第一次草案においては，存在しなかった条文で
ある。第一次草案の第二読会において，第一次草案の第365条（これは同
時履行の抗弁の規定である），この次に付加すべきものとして，提案，追
　　　　　　　　（10）加されたものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）　その理由はどこにあったのであろうか。
　「先給付義務を負う者は反対給付，いわゆる後給付を受くべきことが予
定（Voraussetzung）されているに他ならず契約締結後，反対給付義務者
の資産状態に，重大なる危険を生ぜしむる事情が発生したる結果・前述の
予定がその後に変更した時は，公平の要求により，先給付義務者は，その
給付義務をまぬがれて，相手方の反対給付がなされて，また相手方が反対
給付に対し，担保を供したる時に限り，これを認むべしとしなければなら
ない」という。このことは，ドイツ民法321条に限り，いわゆる事情変更
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）の原則が認められたというように言われている。しかし，この365条に追
加し，現存するのは，321条である。ここには，「契約締結の後」（nach　des
Abschlusse　de　Vertrages）という言葉が入っている。これに対して，第
二読会で補充提案がなされ，契約締結時，契約締結前，この二つの場合に
おいても，同様の考えを入れるべきであるというようなことが提案された
が，その際のこの議論を見ると，結局，そうした締結時，締結前において
は「相手方に問いあわす等，必要な事情を知るべきことは先給付義務者が
なすべき事項であり，もし相手方が誤りたる報告，または，実際の状態を
かくして，詐欺をなすべきときは，これを理由として救済しうる」。また，
「先給付義務者は，重大なる事情を自己の過失によって，知らざし時につ
いても，その義をまぬがれるとすることについては，賛成できない」とす
　　　　　　（13）る議論がなされ，こうした区別はされなかった。
　以上の議論から，現行ドイツ民法321条は現在の形に形成されて行った。
すなわち，ドイツ民法制定当時においては，この事情変更原則約款につい
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）ては，非常にきびしい反対の態度であった。しかし，ドイツ民法は，一定
の場合において，これを認めるとの考えを，この条文において示したとい
える。そこでこのドイツ民法のいわゆる不安の抗弁の発生要件を見てみる
（15）
と，
　まず第一に相手方の財産状態の契約締結後における本質的悪化（We－
sentliche　Verschlectherung），
　第二に，反対給付請求権の危胎化，この二つが発生要件ということにな
る。契約締結時におけるそれはどうなるか。これは，詐欺動機の錯誤の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）問題としてかたづけるべきであると主張されている。また，締結時に，実
は劣悪であったのだが，その後いっそう悪化したという場合に，もし反対
給付請求権の期待化が生ずる場合，本条の適用があるというのが，ドイツ
の通説のようである。さて，そうすると，ドイッでは，財産状態の悪化の
判断はどうするのか。次のような説明がなされている。すなわち，積極，
消極の財産の額の増減だけではないとする。
したがって，質権等の担保，保証のような，反対給付がなされて，それに
よって満足を得ることが確実視されるような場合には，この321条は適用
にならない。民法321条の効果は，履行の拒絶というものである。したが
って，これによって当然に契約の解除がなしうるというわけではなく，た
だし，ラーレンッはこれに対して，履行の拒絶だけでは結局売主を最終的
に保護することにはあたいしないとの理由から，最終的に契約の解除を与
　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）えるべきであるとの考えを示しているが，ドイツの通説と目されるもの
は，この321条によって，当然，解除という効果が導びき出されるもので
はない，とする。
　もう一つ問題なのは，この321条に基づいて履行を拒絶するという効果
が与えられているのであるが，それに基づいて，先履行義務老が，後履行
義務者に対して，履行を求められるか，という問題が，ドイッでは問題と
なっているようである。ラーレンツは，これに対してこの321条を根拠に
　　　　　　　　　　　　　（19）履行を求められると述べている。しかしながら，ドイツの多数説等による
　12
と，いわゆる，後履行義務の履行期が321条の適用を受けることによって，
この履行期が前に来ることになる。それでは履行期が変動することにな
り，問題ではないかという理由から，いわゆる履行を求められるという考
えに対して反対の態度をとっている。ただし，ドイツ民法がこうした321
条の条文を持っているもう一つの大きな理由は，次の点にあるのではない
　　　　　（20）かと思われる。すなわちわが国においては，動産の先取特権という制度を
持っているが，ドイツ民法には，動産の先取特権という規定がない。そう
した点ではわが国より認める余地が大きいのではないかということであ
る。
4．　わが国における「不安の抗弁権」
　以上，ドイツにおける「不安の抗弁」とされているものについて，その
立法経過ならびに現在の状況について述べてきた。
　そこで，次に，ドイツ民法321条のような定めのないわが国においての
「不安の抗弁」を考えるために，わが国における同時履行の抗弁について
の立法経過ならびに，学説・判例について考えてみようと思う。
（1）　旧民法と現行民法
　さて，わが国において「不安の抗弁権」というのが，一体どのように取
り扱われていったのかということについて考えてみたいと思う。
　民法533条は，“双務契約当事者の一方は相手方がその債務の履行を提供
するまでは自己の債務の履行を拒むことを得但相手方の債務が弁済期に在
らざるときは此限に在らず”と規定する。この条文の成り立ちについて少
し考えてみる。本条は旧民法財産取得篇第47条4項の修正規定である。旧
民法財産取得篇第47条4項は，次のように定めていた。
　「然レトモ買主力代金弁済二付キ合意上ノ期間ヲ得サリシトキハ売主ハ
其弁済ヲ受クルマテ売渡物ヲ留置スルコトヲ得」
　「売主ハ代金弁済ノ為メ期間ヲ許与シタルトキト難モ買主力売買後二破
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　　　　　　　　　　ゆ　　　　産シ若シクハ無資力ト為リ又ハ売買前二係ル無資力ヲ隠秘シタルトキハ尚
木引渡ヲ遅延スルコトヲ得」（傍点筆老）
　ところで，旧民法47条はフランス法にならい，同時履行の抗弁という観
　　　　　　　　　　　　　（21）念を持たず，フランス民法1612条以下と同様に留置権を与えるという構成
をとっていた。では，現行民法の533条になった経違はどのようなもので
あろうか。
　そこで現行533条の草案段階での議論を見ることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）　富井政章委員は，次のように述べている。
　「只此場合二於テー言シテ置カナケレハナラヌコトハ相手方二期限ヲ許
与シタ場合ニモ相手方ガ破産スルカ又ハ弁済ヲ危ウカラシム迄二資力ヲ無
クシタ場合ハ之二対シテ履行ヲ拒ムコトガ出来ルト云フ規定ハ何処ノ国ノ
法律ニモアル即チ今申シタ瑞西債務法逸民法草案モンテネグロ財産法トカ
云フ様ナ所二於テハー般ノ双務契約二付テ然ウ云フ規定が掲ケテアル既成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法典ヤ仏蘭西民法ハ売主ノ利益ノ為メニ然ウ云フ規定ガ置イテアル併シ是
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　ロ　　　■　　　　　　ロ　　ロ　　　コ　　ロ　　　　　　ロ　　　　　　ロ
レ・・其必要ガナカラウト思フ夫レハ既二本案ノ第138条（現行第137条一
　　　　　　　　リ　　　コ　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　ロ　　　の　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　つ　　　ロ　　　ロ　　　コ　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　リ
筆者注）以下二於キマシテ破産ノ場合二於テハ期限ノ利益ガナクナルト云
フ規定ガアル尚木破産法二於テ此様ナ場合ニハ債権者ハ時機ヲ失セスシテ
破産ノ宣告ヲ請求スルコトガ出来ル様ニナラウト思ヒマス夫故二是レハ必
要ガナカラウ破産の宣告ヲ請求スルコトガ軌スク出来テ然ウシテ其場合二
期限ノ利益ガナクナルト云フコトニナレハ詰リ131条ノ通則ガ適用サレル
コトニナッテ履行ヲ提供シナイ内ハコチラバ履行スルニ及バヌト云フコト
ニナリマスカラ少シモ無資力ノ為メニ履行ノ請求ヲ危フスルト云フ危険ハ
ナカラウト思フ」（傍点筆者）。
　つまり，旧民法47条第4項を削除した理由は，富井委員によると破産の
場合を念頭に置き，破産に未だ至っていないような信用不安の場合につい
ては，期限の利益の喪失の一場合として考えて行こうとすることにある。
すなわち，期限の利益がなくなれぽ先履行i義務者と後履行義務者の履行期
は，同時になることになり，結局，現行533条の同時履行の関係としてと
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らえることができるからである。
　そこで，民法138条は期限の利益喪失の原因として，債務者の破産宣
告，債務者の担保の殿滅，減少，債務者が担保を供ずる義務を負う場合に
おいて，これを供せざるとき，と規定する。これについてもその立法経過
を見ると，旧民法財産編第405条は，次のように規定していた。
　「第一　債務老力破産シ又ハ顕然無資力ト為リタルトキ，第二　債務者
力財産ノ多分ヲ譲渡シ又ハ其多分力他ノ債務者ノ差押ヲ受ケタルトキ，第
三　債務老力其供シタル特別ノ担保ヲ殿滅シ若クハ減少シ又ハ其予約シタ
ル担保ヲ供セサルトキ，第四　債務者力填補利息ヲ払ハサルトキ」（傍点
筆者），債務者は期限の利益主張をすることができない，とする。
　穂積陳重委員は，現行第137条（草案第138条）の議事において，顕然
無資力となりたる時という文言を削除した理由は，破産の宣告を受けたる
　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）時に含まれるからであると述べているが，長谷川喬委員によって，次のよ
　　　　　　　　　　（24）うな質問がなされている。
　「既成法典ノ405条第1号ノ「顕然無資力ト為リタルトキ」F云フコト
ヲ削ッタノハ此法典二於テハ破産ト言ヘバ家資分散ヲモ含ムカラシテ必要
デナイト云フコト丈ケニ言ハレマシタガ此「顕然無資力トナリタルトキ」
ト云フ解釈ハ私ハ家資分散ノ宣告ヲ受ケタ場合ノミデハナイ縦令ヒ宣告ヲ
受ケナイト難モ顕然無資力ノナイ場合ヲ意味シタモノデアラウト思ヒマス
併シ此民法ノ方デハ幾ラカ場合ガアルニシタ所ガ此商況ノ第590条二拠リ
マスルト云フト明二「資産上切迫ナル情況二至リタルトキハ」トアリマシ
テ即チ今申スヤウニ縦令破産ナリ若クハ家資分散ナリノ宣告ヲ受ケナイニ
シテモ資産上切迫ナル情況二至ツタ時ニハ尚ホ期限ノ利益ヲ失フト云フコ
トガ規定シテアリマス果シテ然ウ云フコトガアルモノト致シマスレバ此法
典二於テハ斯ノ如キ場合ニハ規定スル必要ガナイト御認メニナッタノデア
リマセウカ」
　これに対し，穂積委員は，次のように答えている。
　「私共ハ其積リデアリマス顕然無資力トナルト云フコトハ其程度ガ甚ダ
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不分明デゴザイマスルシ且ツ斯ノ如キ場合二於テハ必ズ債権者ガ多クアル
カ又ハ其負担シテ居ル債権ハ残ッテ資力ガ足ラヌト云フコトニナリマスレ
バ破産二這入ル兎二角順序デアラウト思ヒマス顕然無資力ト云フコトハ未
ダ家資分散ノ手続モ定マラナイ又破産ノ宣告ハ勿論ナイト云フ見解ハ私モ
然ウ思ッタ併シ然ウ云フ場合ハ入レナクテモ宜イト云フ考ヘデアリマス」
　以上の議論から明らかになることは，立法当初においてはその理由は判
然とはしないが，信用不安の概念がはなはだ不明であるとの理由から，削
除されたというのがその主たるもののようである。ただし，この信用不安
の場合を全く考慮に入れていなかったというわけではないことが明らかに
なったと思われる。
　そこで，現在，こうしたことから，「信用不安」という状況の法的取扱
いについてどのようなものかを，判例・学説をとおして考えてみよう。
（2）判　　例
ここに紹介するのは，比較的新しいものについてであ脚
　　　　　　　　　　　　　（26　①　東京地判昭和36年12月13日
〔事　案〕
　Aはゴルフ靴の製造を業としているが，Bとの間でBを総販売元として
ゴルフ靴の90％を継続して売り渡していた。ところで，Bは自らもまたゴ
ルフ靴を（ナイロン製）製造し他の店を通して販売するものである。Bが
自己の製品の値段を引き下げたため，Aも値下げを余儀なくされた。そこ
で，AはBの値下げを不信行為であるとして，取引を中止した。
〔判　旨〕
　「継続的な取引契約にあっては契約の存続を著るしく困難ならしめる不
信行為なき限り，一方的な解除はなしえないと解すべきであり，特に本件
取引契約に基く双方の利益を増大させるについて宣伝費の負担等被告の寄
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与した点が大きいことを考えると被告の為契約の安定性を確保することが
原告に対し信義則上要請せられるからである。しかしし被告が自己製品オ
ーナーシュ　一一ズの小売価額をパーシューズと同価格に値下げしたことは自
由競争とはいい難く根拠の認められる警告を要しないで一方的に解除をな
しうる解除原因とは認めることができない。」
〔コメント〕
　本件は，継続的取引における解除の自由は問題にはなっているが，契約
関係の安定を考えると，一方的な不信行為があったとしても解除をするこ
とはできないとするものであって，こうした場合にも継続的取引が両者の
信頼関係を本質的に悪化させない限りは，一方的な解除をなしえないとす
るものである。この点は，まさに継続的商品取引の特徴を表わしていると
言えよう。
　　　　　　　　　　　　　　　（27）　②　名古屋高判昭和46年3月29日
〔事　案〕
　N市でのり，茶等の販売業を営むXと，T都でのりの製造販売業を営む
Yとの間に，期間を定めず自社製品を継続的に供給販売する契約が締結さ
れた。そして，Xは，　N地区の一手販売権をもつことになった。しかし，
3年間は円満に契約を継続したが（たとえぽ，3年目は，本契約以前のY
の直販店の200％増の売上げをあげている），XY間に，マージソ率の引下
げ等の問題をめぐり対立が生じ，Yが，取引中止に及び，納品拒否の措置
をとった。これに対し，Xは，　Yの解約を債務不履行または不法行為にあ
たるとして，純益の3年分相当額を損害賠償として請求した。
〔判　旨〕
　「本件契約は，前記認定のとおり，被控訴人が自社の製品たる海苔，茶
類につき控訴人を名古屋地区における一手販売権を有する指定販売店とし
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て期間の定めなく継続的に売り渡し供給する旨の契約であり，しかも，後
記認定のとおり，控訴人は右製品を自社の主要商品として多額の出損をし
たうえ，財売設備を整え，広告，宣伝に力を入れ，販路の開拓拡張に努め
たものである。かかる特定商品の一手販売供給契約にして，供給を受ける
老において相当の金銭的出掲等をしたときには，期間の定めのないものと
いえども，供給をなす者において相当の予告期間を設けるか，または相当
の損失補償をしない限り，供給を受ける者に著しい不信行為販売成績の
不良等の取引関係の継続を期待しがたい重大な事由（換言すれぽ己むを得
ない事由）が存在するのでなけれぽ，供給をなす者は一方的に解約をする
ことができないものと解すべきである。けだし，右の如き契約は，期間の
定めがないときといえども，その性質上相当長期間に亘り，且つ，当事者
双方の利益に資するために供給を受ける者が人的物的の投資をなすべきこ
とが予期されるものであり，しかも石投資が現実になされるにおいては，
契約の安定性が要請せられて，供給をなす者において自由に解約をするこ
とのできる権利を抑制し，相当の制限を加うべきものであることは公平の
原則ないし信義誠実の原則に照してこれを相当とするからである。」
　　　　　　　　　　　　　（28）　③　東京地判昭和47年5月30日
事案はさだかでない。
〔判　旨〕
　日々一定量の商品を多数消費者に提供する業者が製造業者からその商品
を継続的に購入する契約を締結した場合に右買主の債務不履行に対し売主
は同時履行の抗弁権を行使して商品出荷を停止できるか，に対して次のよ
うに判示している。
　日々一定量の商品を多数の消費者に提供することを業とする者に対し
て，製造業者との間で継続的購入契約を締結した場合，買主にとって売主
が出荷停止をすることは買主にとって致命的であるとし，買主が軽度の債
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務不履行しかないのに，「売主が同時履行の抗弁権を行使し，商品の出荷
停止をすることができるとするには，疑問がある」。つまり，結局営利活
動を行なう売主にとって，もっとも重要なのは，代金の受領であると解さ
れるから，少くとも買主が少額とはいえない額の代金の支払を怠ったとき
は，これに相対する量の商品出荷を拒絶することができるが，同商品引渡
に関する運賃の不履行の如き一般に軽微かつ附随的な義務不履行の場合
に，将来の商品出荷を差止めることは相当ではないと解すべきである。そ
こで，この出荷停止を債務不履行であるとした。
　本事例では，整造業者の出荷停止が債務不履行に当たるとした事例では
あるが，判示中には，継続的商品取引の場合，出荷停止をなしうる場合に
ついて一定の要件が示されている。すなわち，
　「将来商品の出荷停止をされても止むを得ないと一般に理解される程度
に義務違反行為が買主にあった場合に限り，売主は同違反の程度に相応す
る限度で将来の履行を拒絶することができるものといわねぽならない。」
とするものである。
　　　　　　　　　　　　　（29）　④　仙台高判昭和47年8月30日
〔事　案〕
　Aは協同組合Bとホームクーポン購入契約をBの加盟店であるCとの間
で自動車の売買契約を結ぶにあたって締結し，BはAに対しクーポン券に
よる商品購入代金の割賦払を認めるとともに，その完済まで商品の所有権
を留保するとした。ところで，AがB発行のクーポン券を使って自動車を
買いうけたがBに対して，割賦金の支払をしなかった。その理由は，B協
同組合の加盟店であるCが，その後倒産し，行方をくらましたこと，ま
た，B組合は本件自動車の登録名義を被控訴人名義に変更するについては
控訴組合としてもはやどうにもならない旨被控訴人に告げたことであっ
て，買主において登録名義を移転してもらえるか，あやしくなったことか
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らである。本件では，以上の判例とは異なり，買主が先履行の義務を負う
場合であり，また，一時的契約関係であるとも考えられる場合である。
〔判　旨〕
　rAのみに対して，一方的に右割賦支払債務につき当初の約定に基づく
先履行を強いることは，信義則に反するものというべきであるから，Aは
右事情変更後の割賦金支払債務の履行につき，B組合の右変更登録申請義
務の履行との間にいわゆる同時履行の抗弁権を取得するに至ったものと解
するのが相当である。したがってまた，被控訴人が本件自動車の所有権の
登録名義を得ることができないのではないかとの木安を感じて，昭和44年
6月分以降の各割賦金をその約定の支払期日に支払わなかったのは信義則
上やむを得ない措置であって，Aはこれにつき履行遅滞の責を負わない」
　　　　（30）
としている。
　　　　　　　　　　　　　（31）　⑤　大阪地判昭和47年12月8日
〔事　案〕
　A会社は調理台等の製造販売業者である。Aは，　B会社との間でその製
造する流し台，調理台，コンロ台の材料であるステンレス部分を毎月供給
し，その際，約定として代金は毎月20日〆切り，翌月20日に165日後の満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぴ期の手形で支払うという約束を結んだところが，A会社は，期日に完全に
納品しないため，再三，催足したが供給されなかった。そこでBは代金を
支払わなかった。そしてAは，Bの代金支払の遅滞を理由に，3ヵ月にわ
たって出荷制限をし，その後取引を全面停止した。
〔判　旨〕
　「なるほど，本件のような商品の継続取引関係においては，一旦売買
は，買主から注文を請けた場合でも，その後に買主の側において右取引関
係上要求される信頼関係を破壊する事情が生じた場合には，売主が右注文
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を請けた商品の出荷をそれ相当の範囲において停止したとしても，その出
荷停止には相当の理由があり，それゆえ，右出荷停止という債務不履行に
違法はない，といわなけれぽならない。
　しかしながら，本件においては右の信頼関係の破壊があったことを認め
ることができない。すなわち，右物的担保提供の要求の誘因となった被告
会社の右代金支払の遅滞の有無およびその違法性の存否について検討する
に，原告主張のとおり代金支払の遅滞が存したことは当事者間に争いがな
い。そして，被告ら主張のように資金繰のつき次第支払うという明示また
は黙示の合意があったことを証するに足りる証拠はない。《証拠略》を総
合すると，被告会社は昭和43年12月9日原告に対し金943万4，000円相当
の流し台用シンク等を発注し，その納品時期は翌年1月16日から2月15日
までと約されていたのに，その期日までに納品されたのは2日遅れの分を
加えても金853万4，000円にすぎず，その余の中個の蓋を除く商品は同年
3月3Bに納品され，右蓋の納品はさらにこれより遅れたこと，被告会社
は右商品である流し台用シンク等は完全に揃ってはじめて部品として使用
して製品化できるので，原告の納品の遅れに困り，再三早期納品を原告社
員本岡善意らに催足したがその納品が遅れたので，その対抗上，同年2月
20日〆切，3月20日支払の代金中金280万円を未払としたこと，また同年
4月19日の金30万円の支払をしなかったのも同様注文の商品の一部に未納
の分があったので右同様の理由によるものであったこと右2月20日〆切3
月20日払分の代金については3月3日に完全に履行のあった商品（NW
1690）の代金と併せて翌4月19日に手形で決済していること，が認められ
る。《証拠判断略》右認定のように被告会社の使用する流し台のシンク等
のように一式揃わなければ各台の製品として完成できない場合には，注文
品のうち一部の未納品があり，それによって製品としての完成ができない
ときは，注文品全体について不完全履行の状態にあるものというべく，こ
れに対し被告会社が代金の全部または一部を支払わなかったからといっ
て，その代金不払に違法性があるとはいえない。それゆえ被告会社の前記
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各代金不払には違法性がない。そうすると，原告の昭和44年7月から9月
まで出荷制限（一部停止）には結局のところ相当の理由がないことにな
り，その債務不履行は違法であるというほかない。」
　「本件におけるような商品の継続的取引においては売主の出荷制限とい
う債務不履行があり，これにより相当額の損害を蒙ったときは，同一取引
上の債務でその出荷制限前に納品があった商品の代金について買主はすで
に生じまた将来生じるであろう損害相当額と思われる金額を支払わなくて
も，それにつき違法性はないといわなけれぽならない。そして，後記認定
の損害額に照して考えると，被告会社の右9月20日現在の未払額は右相当
の額に当るものといわなけれぽならない。原告はこのような被告の正当な
代金不払を理由に同年9月の取引の全面停止をしたのであるから，結局原
告のこの取引の停止行為にも相当の理由がない。本件取引に関する前記認
定の事実にもとついて考えると，本件基本契約はたんなる紳士協定ではな
く，当事者双方に対し相当理由がなければ個別的売買契約の申込および承
諾を義務づけるものと解するを相当とする。それゆえ，原告の右取引停止
の行為は基本契約上の債務の違法な不履行の場合にあたるといわなければ
ならない。」
　以上，判例の主たるものを紹介してきたが，先に述べた，昭和56年1月
30日判決ならびに昭和56年2月26日判決においては，後者の判決は，債務
不履行に当たるかということが焦点にはなっているが，しかしながら，こ
こにおいても結局相手方の信用不安に対して，この程度の信用が不安とい
う状況であるならぽ，これについてはまだ，合理的な根拠をつけることは
できない，また，担保提供を求めるなどがなされていなけれぽならず，な
おかつ担保提供がないという場合にはやはり信用不安として客観性を滞び
ることになるということを，昭和56年2月26日の判決は述べている。ま
た，前者の判決でも，同様な点を指摘している，ということがいえる。
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（3）　学　　説
　「不安」の抗弁権についてわが国の学説をみると，不安の抗弁を認めて
行こうとする考え方とこれを否定する考え方に分かれる。わが民法がこの
不安の抗弁権について直接規定を持たないことから，以上の考え方の対立
について考えておく必要があろう。
　①不安の抗弁を肯定する考え方
　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）　我妻博士は次のように論じられている。
　「相手方の財産状態の悪化がとくに甚しく，先履行を強いることが信義
の原則に反する場合には，相手方が担保を供するか，その他履行が確実に
行われることについて何等かの保証を与えない限り，先履行義務者は履行
を拒むことができると解すべき」。
　この考え方は，事情変便の原則によって先履行義務者の債権確保をはか
ろうとするものであり，その基礎は民法第1条2項の信義誠実の原則によ
るものと思われる。しかし，我妻博士は具体的な要件については触れられ
ていない点からみて，具体的な要件は判例の集積にまつとされるのであろ
うと思われる。
　具体的な要件に言及されているのは，神崎教授ならびにに田中教授であ
　　　　　　（33）る。田中教授は，一般条項たる事情変更の原則については十分慎重であら
ねばならないとしながらも，先給付義務者に不安の抗弁権を認めるについ
て，次の三つの要件を掲げられている。
　①相手方の財産状態の悪化は，契約成立の時以後生じたものであるこ
　　と。
　②財産状態の悪化とは，一般的な経済事情の変化ではなく，単なる悪
　　化でもなく，まさに先給付義務者にとって反対給付が受けられる期待
　　が存しないという程度の危険状態であること。
　③以上の挙証責任は，先給付義務者にあること。
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である。
　　　　　（34）　神崎教授は，以上の点に加え，先履行義務者の債権の期待化を掲げられ
る。これは，不安の抗弁権が先履行義務者の債権の担保のために認められ
るものとすることから，先に掲げた後履行義務者の財産状態の悪化が生じ
ても，その債権の履行が十分に確実視されうる場合には，その必要性がな
いとする。なぜならぽ先履行義務者が自己の債権を確保するために後履行
義務者から十分な物的担保，または，人的担保を確保している場合には，
債権の期待化が生じていないからである。この場合の物的担保についてど
のようなものを考えられるかは，次のような記述に示されている。
　「もっとも，この関係で動産先取特権や所有権留保売買の約定の存在は，
他の物的担保と同視すべきではない。財産状態悪化に際して債務者が担保
物を占有する場合には，それは十分な担保的機能をはたしえないからであ
る。」
　この点，今日の担保形態の多様化から検討すべき課題は多い。たとえ
ぽ，仮登記担保，譲渡担保の場合は，神崎教授の言葉によるならば，いま
だ，債務者に担保目的物の占有が存在するという場合にあたり，十分な担
保的機能をはたしていないということになると思われるからである。
②不安の抗弁を否定する考え方
　不安の抗弁を否定する考え方に対して，発生要件も明確ではなく，また
効果もさまざまである。法律政策上このような抗弁権の規定がないのに，
信義誠実の原則や公平の原理にもとついて認めることは，恣意的解釈とし
てさけるべきである。そこで，わが民法の解釈としては，「一度先履行義
務を負担した者は仮令相手方の財産が悪化して反対給付に危験が存するに
至っても，自己の給付に対する充分なる担保なくしてまず給付をしなけれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）ぽならない立場にあることも，原則とせざるをえまい。」こうした場合に
は，民訴738条の謂仮差押に該当し，相手方の弁済期前においてもその財
産に仮差押をすることができ，とする考え方が多数説と思われる。しか
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し，これらによる見解においても，立法論としては，このような不安の抗
弁権を規定すべき必要は否認できないとされる点注目に値する。結局，こ
の否定説においても，「不安の抗弁権」の発生要件，効果を明確にしてい
くことができるならぽ，認めようとする趣旨と思われる。
③　検　　討
　以上の学説を考えるに，不安の抗弁を認めて行こうとする論者において
はその基礎を一応，信義則，ならびにその適用である事情変便の原則に求
めている。また，不安の抗弁の発生要件については，買主側の「信用不安」
についての要件がその主たるものとなっていることがわかる。しかし，不
安の抗弁が認められるのは，相手方の資産状態の悪化という現象に対し
て，先給付義務者の債権を確保するために，認められるものである。したが
って後履行義務者の要件を考えるのは当然だとしても，継続的供給契約に
おいては，自ら先履行給付という危険を負ったのであり，相手方の信用不
安が重大なものであったとしても先履行義務者（売主）の側の何らの行為
なくこの不安の抗弁を認めることは，いかがなものであろうか。なぜなら
ば，買主においては，この継続的供給契約の場合，後履行義務者（主とし
て買主）は，目的物を転売し，その代金を取得した後，また，目的物を利
用し，一定の利益を取得した後に代金の支払をするのが通常であると思わ
れるからである。
　以上の点を合せ考えると，売主においても，何らかの要件を設定すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）が必要となるのではなかろうか。ちなみに，アメリカ統一商法典は，
　「売買契約においては，各当事者は，履行期に履行を受けることについ
ての相手方の期待を害してはならない義務を負う。一方の当事者の履行が
不確実であるという合理的な根拠があるときは，相手方は，書面をもって
履行期に履行をうけるための十分な保証を受けることができ，かつ取引上
相当とみとめられるときはまだその約定した反対給付を受けていない履行
を，このような保証をうけるまで，留保することができる。」
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　「売主が買主の支払不能を知ったときは，売主は契約に従って既に引渡
した物品の代金を含めて現金払をうけない限り物品の引渡を拒むことがで
き，また本編（2－705条）に従って引渡を差止めることができる。」とする
点参考になると思われる。
　以上のような，学説に対し，不安の抗弁権について，やや特異な考え方
を示しているもの二つを紹介しておこうと思う。
　　　　　　　　　　　　　（37）　その一つは，北川教授である。北川教授によれぽ，履行期にずれという
ものがあることは，結局，売主が買主に対して信用供与を与えたことにあ
る。しかし，その信用供与したことのリスクについてどう見るのか，この
点当然，私法の規定はない。従来は，こうした事態に対して「同時履行の
抗弁権」の延長線上に考えていたのである。しかしそれには二つの問題が
あるのではないか。
　一つは，契約締結後，売主の履行期前に両者が共，または片方という場
合もあるが，信用不安が生じた場合である。それから二つめにはいわゆ
る，締結後，商品を給付した後に信用不安が生じた場合である。そして，
この二つの場合を，今日まで混同して考えて来たのではないか，という点
についてである。
　筆者も，この点について混同して考えて来たが，それを同じには考えら
れないとの指摘は有益である。神崎教授も，明確に売買契約締結後，商品
引渡前，引渡後を区別して検討されているが，要件論，効果論のところで
はそうした区別を全くなされていない。これに対して北川教授は，不安の
抗弁権というのは本来，請求権に対するものであり，したがって，これは，
いわゆる履行の拒絶権といわれるものであって，それ以上に，売主側，ま
たは買主側を救済する手段ではない。なおかつ，今日，不安の抗弁につい
て担保提供，．時には解除も認めるような解釈がなされていることから考え
ると，本来の「不安の抗弁権」というのは，請求権を拒絶するという権利，
つまり，拒絶することによって，自己の債権を担保するという権利であっ
たのに，それ以上のものが認められていることになる。この点から考える
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と，もはや，従来いってきた不安の抗弁権としてとらえることはできない
のではないかといわれる。すなわち，
　いわゆる，同時履行のディフェンスの問題と言うより，まさに，オフェ
ンシブな救済というものを考えなければならない。不安の抗弁では積極的
な行動はとれないわけであって，もし売主がこうした場合には，契約を解
除して他の顧客を求めて行く方が，もっと現実的である。そこで，不安の
抗弁以上の内容を持った，いわゆる，契約危胎責任，契約保全責任という
ものを提唱され，契約解除というものを認めて行こうという考え方をも示
しておられる。
　もう一つ，勝本博士の考え方を紹介しておく。勝本博士は，その著，い
わゆる「民法における事情変更の原則」という大部な著書において，次の
　　　　　　　（38）ように述べている。
　「先履行義務者が，履行をするまでに，買主が相手方に（後履行義務者
に），信用不安が生じた場合に一体どう考えるか」，という項目のところで，
民法137条第2号に，この点が含められないか，ということを述べられて
いる。2号をみると，「債務者力担保ヲ殴滅シ又ハ之ヲ減少シタルトキ」，
といっているが，この文に信用不安を含められないかということである。
その点どのように言われるのかと見てゆく。まず，137条の「担保ヲ殿滅
シ」の担保という言葉に何ら制限がない，つまり契約による担保に限らな
いわけで，いわゆる法定担保物権であろうが，対人担保であろうが，対物
担保であろうが，それらを全部含む，というように考える。もう一歩進ん
で，担保の意義を，結局，契約当事者が契約締結の際に相互に，相手方の
反対給付，または返還義務につき，資力あることを認め，これを思惟の事
情より明白なるとき，当事者の全財産的資力は，一種の担保とせられてい
る，と見ることができるのではないか。したがって，いわゆる，資力が減
少したという場合については，137条2号の「担保を殿滅シ又ハ之ヲ減少
シタルトキ」というときにあてはまる，との見解を述べられている。これ
は一つの方法である，ということを述べているのではなく，現在の通説的
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な見解につながる。すなわち，事情変更の原則が，この場合には，前面か
ら認められるべきであるとの主張である，と解される。
5．事情変更の原則論と「不安の抗弁権」の基礎について
　我国において，「事情変更の原則」というのは，勝本，五十嵐両教授にお
いて，かなり大成されてきた。「事情変更の原則」が実際に適用されるの
は，（i）契約の成立の当初基礎となっていた事情が変更するということ，そ
して，㈹事情の変更が当事者の予見した，また予見しうるものではないと
いうこと，1㈹その事情の変更が当事者の責に帰すことができない事由によ
るものということによって生じたということ，（iv）事情変更の結果，いわゆ
る当初の契約内容に当事者を拘束しておくということが信義に反すると考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）えられる場合である。以上ような要件が，一般に掲げられている。ところ
でわが国の判例の中で，信用不安の場合を，事情変更ととらえているもの
が，あるのだろうか。前に検討したように，実際には，信用不安という場
合について，事情変更という形での判断はなされていないといえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）　そこで，この「不安の抗弁」についての基礎について考えてみる。
　不安の抗弁については，契約締結後，当事者の一方の財産状態に，本質
的悪化が発生し，反対給付の請求が危険ならしむる恐れが生じた契約が，
未だ，履行されていない双務契約についてであり，さらに，当事者の一方
が先給付義務を負っている，という場合に問題となる。そうすると，事情
変更の原則との差はどこに求められるのだろうか。第一番目の，締結後，
当事者の一方の財産状態に本質的悪化が発生したという点と，契約がまだ
履行されていない，という点，これについては，同じように考えられる。
しかし，第二番目の，反対給付の危険が生じた，ということ，双務契約に
ついてであるということ，先給付義務を負っている，という点については，
不安の抗弁を認める際に特励なものとして考えられなけれぽならない。な
おかつ，’ 鮪鮪ﾒの予見可能性という問題もやはりこれは不安の抗弁の場合
には問題にしている。結局，この場合，予見が可能であれば，最終的に，
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錯誤の成否問題として取りあつかわれることになるだろうと思われる。
　また，効果についても，不安の抗弁が認めている効果は，結局，一種の
履行留保権というものの取得である。したがって，事情変更の場合に一般
的にいわれている効果，すなわち，契約の変更権とか解除権とは少し意味
合が異なってくるということがいえるのではないかと思う。不安の抗弁
は，北川教授も指摘されているが，いわゆる，商品が引渡された後におい
ては，「不安の抗弁」と言ってみても，ほとんど意味がないのではないか，
ということになる。また，不安の抗弁の場合には，主張者自身に事情変更
が生じたものでないということである。事情変更の場合には，自らその契
約の拘束から逃れるために，主張者自らの方に一定の変更があった，とい
うことを主張をする，という理論である。さらには，事情変更の場合には
「責に帰すべからざる事由」というのが必要であるということである。こ
うした点で，当事者，すなわち，主張者自身が債務をまぬがれようとする
場合に適合するのが事情変更の原則の適用場面ということになり，不安の
抗弁の場合には，そうではなく，自己の履行を拒否することによって，自
らの債権を担保する，という点にその意味が求められるという差を生ずる
だけである。
　以上の点で前述したドイツ民法321条の立法経過とつきあわせてみると，
事情変更の原則により，不安の抗弁権を基礎づけたとしてもよいのではな
いかと，筆者は思われる。しかし，その要件・効果については，少しく，
差を生ずるのではないか，とも思われる。なおかつ，同時履行の抗弁権と
いう側面，いわゆる債権を担保する＝先給付義務者の担保の手段としての
方に重点が置かれている点は留意しなけれぽならないように思われる。
6．　継続的商品取引と丁不安の抗弁権」
　継続的商品取引が売主において一方に（相手方：・：買主）信用を与えるこ
とによって成り立っている。したがって，相手方の財産状態が悪化し，そ
の為に反対給付を受けられなくなる恐れが出て来た場合に（反対給付請求
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権の危殆化）反対給付の履行又は十分な担保提供が必要である。それは前
に検討してきたように，「不安の抗弁」を認める考え方は当然として，そ
れを否定的に考える考え方においてさえ，否定するものではない（立法論
としては認めようとするものも含んで）。
　　　　　　　（41）　諸外国の立法例がこうした履行の拒絶権を認める考え方は，その基礎を
ほとんど事情の変更におくように思える。しかし，わが国は，先にみたと
おり旧民法第47条4項にこうした「不安の抗弁」を置いていたが，現行法
においては，期限の利益の喪失の場合当たるとしてそれを削除したことは
前述のとおりである。
　たしかに不安の抗弁を認めることは「当初の契約内容の咬便を相手方の
財産状態の悪化という爾後の事情発生によって容認するものであって，契
　　　　　　　　　　　　　　　　（42）約は守られるべしの原則に反しないか」が問題となるとも思える。
　しかし，期限の利益喪失の事由は「債務者力破産ノ宣告ヲ受ケタル」と
きと規定する。しかし本稿において問題とするところの信用不安は，破産
に至らない場合をさしているのであり，そのような信用不安をこの法条に
含ましめることができるかは，少々問題があるのではなかろうか。
　たしかに，ひとたび契約に入った以上，　「破産の宣告」等，相手方の財
産状態に重大な悪化がない以上，その後の事情の変化によってたやすく契
約による拘束からまぬがれせしむべきではないとも思える。したがって，
当事者間の売買基本契約中に後履行義務者の財産状態が悪化し，その給付
が危殆化した場合，先履行義務者は反対給付の実行，または十分な担保供
与があるまでは，自己の債務の履行を拒絶しうるとの明示の合意がある場
合は別であるが，それ以外の場合においてこれをたやすく認めることはま
さに，「契約は守られるべし」との法格言に反すると言わねぽならない。
　ところで，継続的商品取引の特徴は，長期間の信用供与を与えることに
よって，一方の当事者（売主）の利益をはかろうとするものである。とす
るならぽ，当事者間にこうした合意がない場合であったとしても，売主が
与えた信用を裏切るような行為があった場合に，売主において，履行拒絶
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をなしうる権能を与えたとしても，おかしくはないのではなかろうか。先
履行義務者が先履行の約束をし，相手方に対して信用供与を提供すること
は，当然に相手方の後履行義務をなしうる財産的可能性を信頼したからに
ほかならないからである。つまり，かかる信用約束の前提ととして後履行
義務者の債務履行の財産的可能性が予定されているといえるからである。
後履行義務者の財産状態が悪化し，先履行義務者の信用供与（後履行の確
実性）の基礎（相手方の財産状態）が失なわれたような場合には，売主に
相手方の履行が確実視されるまでは，自らの履行を拒める権利が内在的に
存在しているといわねばならないのではなかろうか。つまり，そのことに
よって，双務契約の実質的意義がはかられるからである。
　現行法の草案当時の議論のように，相手方の期限の利益を失わしめるこ
とも一つの方法ともいえる。しかし，後履行義務者が自らの履行期までに，
自己の財産状態を改善し，後履行義務を果たし得ないぽかりでなく，遅滞
又は不能におちいることによって債務不履行（民法415条）となり，その
結果，解除（民法541条以下）されるおそれがないとは言えない。判例の
事案をみるかぎり，おおむねこの経過をたどっている。売主側において
も，こうした状況を当初から予定していたわけでもなく，買主の財産状態
が改善せられ後，履行がなされるならぽ，それにこしたことはないといわ
ねぽならないのではなかろうか。
　以上の点から考えると，期限の利益の喪失という法律構成は，一般取引
の観点からみて，はたして，合理的なものといえるかは疑問となろう。こ
うした場合には，売主に先履行の義務を一時凍結することによって，この
継続的商品取引契約を維持し，発展させるとする法律構成を採る方が取引
者の通常の意思に合致すると思われる。
　たしかに，次のような反論が予想される。すなわち，売主において，い
ったん買主におけるこうした信用不安が生じた以上，その後の取引に支障
をきたすのであるから，もう取引は中止する方が得策であり，新たに別の
相手方を探した方が良策である，とするものである。しかしながら，継続
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的商品取引における形態は，さまざまであり，特約店ならびに代理店にお
いては，通例，その地域における一手販売がまかされていることが多く，
それだけ，売主は契約債務に際し慎重を期していると思われる。したがっ
てこうした主張を認めることによって，一方当事者である買主がすべての
契約関係から除かれてしまうことは，どのようなものであろうか。継続的
商品取引における売主は，自らが先履行を負うという危険において，自己
の利益をはかろうとするものであるとするならぽ，こうした後履行義務老
の契約締結後における財産状態の悪化に対して，相当の準備をなしておく
べきであり，そうした準備をなしていない売主にまで，前述の主張を許
し，契約関係の解除という，終末的状況を認めることは，問題と思われる。
　以上のことから，やはり厳格なる要件下において，当事者意思の推測，
双務契約の対価関連性という本質から，「不安の抗弁権」を認め売主に先
履行を拒絶できる権利を認めることによって，自己の債権の担保にあてひ
いては，そのことで，買主にも利益があるとするならぽ，意味があるとい
えるのではあるまいか。以下こうした観点から最後に，　「不安の抗弁」の
要件，効果について考えてみようと思う。
7．不安の抗弁権を認めるための要件と効果
　前述のように諸学説は，不安の抗弁が認められるための要件として必要
であろうと考えているのはやはり，ドイツ民法321条，スイス債務法83条
等が参考になる。
　（1）買主側の要件として，財産状態の極度の悪化，すなわち，支払が不
能になった，または支払停止，財産の流動化というようなことも相合的に
勘案しなけれぽならないが，いわゆる極度の悪化という状態であること，
さらに契約締結後の財産状態の悪化でなけれぽならないとしている。契約
締結前においては，動機の錯誤，または，筆者は契約締結上の過失，とい
うような問題も出て来るのではないか，と考えている。こうした買上側で
の要件は，先給付義務者が挙証するということが必要というように考えて
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いる。
　②　売主側の要件として，どういうことが必要か。前述の判例によって
も，資産，相手方の信用調査等を先に行なえぽこうした事態が生じなかっ
たということが，判文中に述べられている。売主側では，こうした継続的
商品取引の場合については，資産状態の事前調査，信用供与に対する準備
というものがまずなされていなけれぽならない。その後，信用不安が生じ
たような場合についても，ただちに不安の抗弁を主張して，履行拒絶なし
うる，というものではなくて，相手方に対して，履行することが可能なの
かどうか，ということについて，報告を求めることが必要である。それか
ら，なおかつ担保提供を求めるということが必要となろう。この点につい
ては，神崎教授が，いわゆる，債務者に占有があるような担保は，ここで
言う担保にあたらない，と言っている点は，一つの参考にあたるのではな
いかと考えている。
　不安の抗弁は，事情変更等の判例をみるとほとんど，客観的な事情が変
更していても，ほとんど事情変更の原則の適用をみていない我国の状況を
考えると，それから，解除，信用が不安である場合についての判例上の解
除が認められた事例が，ほとんどないこと，このような点から見て，もう
少し，売主側の要件が加重されてもよいのではないか，というようにも考
えられる。それはどういうことかといえぽ，売主側が，自らの履行をする，
（これは，相手方に目的物を引渡すという意味ではなくて）いわゆる，履
行意思の表明，すなわち，自己の方で事前の準備ができ，いつでも履行が
できるということをいうことがあって始めて，この不安の抗弁を主張する
ことができる，との要件が必要ではないかと思われるからである。
　信用不安という言葉についても，何をもって「信用不安」と言うのか，
これは非常に難かしいように思う。経済学者によると，信用というのが一
種の信頼関係である，という考え方もあるし，また給付と反対給付との間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43　に時間的な隔たりがある取引の相称を言う，ということもある。また，信
用というのは，商品と貨幣の存在が前提となって商品の引渡と貨幣による
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債務の弁済が同時交換でない，いわゆる，将来支払を受けることを約束さ
れたような場合の取引関係。これをいわゆる，流通信用という言葉でも呼
んでいる。したがって，特に第三の考え方などが，現在，問題にしてい
る，信用という言葉の意味として，筆者は一応考えておきたいと思う。
　以上で，我国で私自身が不安の抗弁を認める要件について考えを述べて
きた。ここで，この「不安の抗弁」を認めるについての主張者に課せられ
る要件をまとめてみる。
　1　後履行者の状況
　　①　財産状態の極度の悪化
　　　　例えぽ支払不能，支払停止等
　　　　く本質的悪化〉・
　　②売買契約締結後の財産状態の悪化，締結前（動機の錯誤・詐欺・
　　　締結上の過失）
　　③以上の①，②についての証明責任は先給付義務者が負う。
　以上に対し，抗弁を主張する側の要件として，
　2　先履行義務者の要件
　　①資産状態の事前調査をしていた。
　　　　信用供与に対する準備の必要性として。
②催告耀難｝を渡はな幡
③　担保提供を求めたが，相手方からの担保提供がない。
担保關｝どちらでも・い・
　　④　口頭の提供をした。
　　　　自らの履行意思の表明として，の意味である。
　次に，不安の抗弁を認められる場合，どのような効果を与えれぽよいの
か，・筆者は，この信用不安に対する抗弁については履行の拒絶権だけを与
えることが妥当と考えている。前述のような解除等をこの不安の抗弁によ
って主張できるものではないと考えたい。なぜならば，いわゆる，今日の
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企業の取引というのが，大量の商品を供給して，それを取引先によって，
売却する，という形での商品取引がなされている。それは，前述したよう
に買主は，この商品を卸売等メーカー等から受け，それによってその物を
売ることによって，自己の信用等を保管していく，ということも考えられ
るわけであるからである。
　いわゆる，履行の拒絶がなされる，ということは，まさに買主にとって
は，ある意味では致命的なことである。しかし，売主の方は，はたして履
行を拒絶することによって，この取引を止めてしまいたいとの気持ちがあ
るかというと，筆者には一般的には，ないと考えるべきだろうと思ったわ
けである。そうした点から，「不安の抗弁」，というものによって認められ
るべきだろうと考えられる効果は，まさに，履行の拒絶という効果を与え
れぽそれでよい，と考えるわけである。
8．　おわりに
　以上，「不安の抗弁権」について，わが国において，どうあるべきか
を，諸種の観点を検討することによって考えてきた。
　わが国においても，民法589条において，この「不安の抗弁」を認めて
いるとも思える。しかし，この条文においても，　「破産」の場合に限って
いるわけであり，「不安の抗弁」について，もう一度，考え直す必要があ
ると思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）　ちなみに，ウイーン統一売買法第71条は，こうした「不安の抗弁」を認め
たものといえる。さらに，ドイツにおける債権法の改正への動きにも注目
すべきものがある。すなわち，ホルン教授の鑑定は，そのテーマ「契約の存
続期間」において，現行のドイツ民法典が，長期の契約に生ずる問題につい
て規定なきことを述べている。そして，そのなかで，「行為基礎の喪失」を立
法化することならびに，重大な事由による解約告知（KUndigung）の権利
　　　　　　　　　　　　（45）を定めることを提唱されている点，重要な今後の方向を示すものといえる。
　以上の点から，残された問題も多いが，後日を期したい。
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　　1，Fritz　Oesterle；D三e　Leistung　Zug　um　Zug．，　S．245　ff．　S．446　ff，勝本正
　　晃『民法に於ける事情変更の原則』210頁以下参照。
（11）　Protokolle，　II，　Bd．1，　S．631　ff．
（12）　Larenz，　Geschaftsgrundlage　und　Vertragserftillung，2Aufl，1957，　S．
　　102，五十嵐清『契約と事情変更』81頁，90頁，133頁参照。
（13）　Prot，　II，　Bd．1S．632　f．
（14）Motive　zu　dem　Entwurfe　eines　Bifrgerlichen　Gesetzbuches　flir　das
　　Deutsche　Reich（1888），　II，　S．315．ここにおいては，決して，事情変更約
　　款を拒否したものとは言えない。なぜならば，消費貸借の予約（B・G・B
　　§610）について認めているからである。ただし，本条についての審議過程か
　　　らみると，相当の抵抗があったと思われる。
（15）　Larenz，　Lehrbuch　Des　Schldrechts．10　Aufl　Bd．　I　S，156　Soergel／
　　Siebert，　BGB　KQmm（Reimer　Schmidt）10．　Aufl．　S．379　ff，　Mlichener
　　Komm　zumm　zum　BGB，179．　Bd．2／Emmerich，　S．802　ff．
　（16）　Larenz，　a．　a。0．，　S．156．
（17）　Larenz，　a．　a．0．，　S．156．
（18）　Larenz，　a．　a．0．，　S．156　ff．
（19）　Larenz，　a．　a．0．，　S　156．
（20）　同旨，神崎・前掲456頁。
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（21）C．C．§1612．後注（41）参照。法務大臣官房司法法制調査部編『フランス
　　民法典』146頁参照。
（22）　法典調査会，民法議事速記録第24巻，216頁以下（法務図書館による複写
　　による）。
（23）　法典調査会，民法議事速記録第4巻24頁以下（法務図書館による複写によ
　　る）。
（24）　注（23）28頁以下。
（25）　当初判例によると，継続的供給契約の当事者は，前の弁済期に属する債務
　　履行の提供のないことを理由として，後の弁済期に属する自己の債務の履行
　　を拒み得るとしたものがある（大審明治41年4月23日民録14輯477頁）。
（26）・判時286号25頁。
（27）　判時634号50頁。
（28）判時283号274頁。
（29）判時689号79頁。
（30）来栖三郎・契約法158頁以下によると，一種の不安の抗弁を認めたものと
　　評されている。
（31）　判時713号104頁。石外克喜，判評183号・判時734号）139頁以下参照。
（32）我妻・前掲84頁。
（33）　田中実「同時履行の抗弁・危険負担」民法演習IV（債権各論）20頁以下，
　　特に23頁参照。
（34）　神崎・前掲460頁以下，要件論は，463頁以下参照。
（35）柚木・前掲叢業135頁，注民前掲259頁，261頁，同旨田島順「債権法」
　　372頁。
（36）U．C．C．2－609，702．アメリカ統一商法典研究会，アメリカ統一商法典の
　　翻訳〔2）法協82巻6号48頁，44頁参照。Uniform　Co’mmerial　Code，1978．
　　O伍cial　Text．，　S．159　f，176，　White／Summer　Uniform　Commercial　Code
　　Second　Ed，1980．　S　208　f，1025£
（37）　北川善太郎r現代契約法1』237頁以下。
（38）　勝本・前掲861頁以下。
（29）勝本・前掲799頁以下，五十嵐・前掲152頁以下。
（40）「不安の抗弁権」の認める解釈論的根拠について，神崎教授は，民法589条
　　において，消費貸借の予約が．当事老の破産の宣告の場合，消費貸借が，信
　　用契約であることから，消費貸借の基礎が失われること。また，この事由
　　が，財産状態の著しい悪化の場合にも拡大されるべきこと。そして，手形法
　　が，手形法43条2・3号において，手形支払人の財産状態の悪化に際し，手
　　形所持人に満期前の遡及を認めていること。以上などから，信用に基礎を置
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　　く法律関係について，義務者の信用喪失，財産状態悪化を理由として，契約
　　関係を変更しうる場合があることを，実定法が認めているとされる（神崎・
　　前掲460頁以下）。
（41）　フランス民法は，1612条に，「買主が代金の支払をなさざる場合において
　　は，売主が買主に対し，代金の支払につき期限を許与せざりし限り，売主は
　　目的物を引渡すことを要せず」といい，いわゆる留置権という形で，わが国
　　の同時履行と同じ機能を果たさせようとしているようである。それに対し
　　て，1613条は買主が代金支払なぎとき，売主に留置権を与える旨定めてい
　　る。これは，結局，目的物が売主と買主の間で合意されると，フランス民法
　　によって，所有権が移転し，そこで売主は代金について債権者，しかも債務
　　者たる買主の物を所持する，という観点から，留置権というものが成立され
　　るということを規定しているようである。そこでこうした場合に，信用不安
　　が出て来た場合については，その規定にあるように，売買契約締結後に破
　　産，家資分散の場合，もし売買契約締結当時については売主は承知の上でな
　　したのであるから，したがって，この場合については，1613条の適用はな
　　い。また，担保提供の約束がなされていたけれども履行しない，という場合
　　にも，同じく1613条の規定によって，履行の拒絶ができる。（以上，Capitant，
　　Cours　616mentaire　de　droit　civil　frangais，　tone　2，10。6d．，1953，　p．626参
　　照）ちなみに条文を掲げておく。
　　　1612条　買主が代金の支払を為さない場合に於ては，売主が買主に対し代
　　金の支払に付いて期限を許していない場合以外は，売主は目的物を引ぎ渡す
　　必要はない。　　　1
　　　1613条　代金の支払に付いて期限を許している場合においても，売買後に
　　於て，買主が破産又は支払不能の状態に陥り，売主が代金を失う急迫な危険
　　にある場合は，売主は目的物引渡の義務を負わない。但し買主が期限に代金
　　を支払うべき保証をたてた場合は，別である。
（41）　スイス債務法82条では，いわゆる，我国よりきつい同時履行関係を認めて
　　いる。82条，83条の二つの規定を持っている。すなわち，スイス債務法で
　　は，相手方が支払不能に陥った，つまり契約締結後に支払不能に陥った，財
　　産状態の結果，この財産状態が悪化した結果，反対給付請求権が期待化し
　　た。ここでこの．支払不能に陥ったということについては，一体どんな状況
　　か。これはいわゆる，その債権者に対して十分な資力が不足したという場合
　　だといえれている。すなわち，一般取引上債務の履行ができない，という場
　　合。すると，債務超過でなければいけないのか，これは，債務超過が必要で
　　もなければ，十分でもないのだといっている。また支払の停止があるという
　　場合も必要ではないと言っているわけで，かなり要件としては，広いような
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　　気がする。当然そのような状況でかつ，反対給付請求権が危胎化したという
　　ことが必要である。すなわち，相手方の人的責任，また，第三者の保証，質
　　権等の反対給付についての十分な担保が存在するという場合については，そ
　　の適用はない，と言っている。こうした二つの要件が満たされると，反対給
　　付の担保提供があるまでは，履行拒絶ができる，というように規定してい
　　る。ただし，担保が十分であるかどうかについてはどのようにするのか，当
　　然に買主には担保提供の義務が発生するかということが問題となるわけだ
　　が，これについては，当然に担保提供の義務が発生するわけではないと言わ
　　れている。ただ，もし，担保提供がなされなければ，83条2項によって解除
　　されるだけなのだ，ということのようである。なお，当然この場合に損害賠
　　償の請求はできないということが言われている。
　　　ちなみに，条文をかかげておく。
　　スイス債務法
　　　第82条（旧95）　九五双務契約二於テ相手方二履行ヲ請求セント欲スル者
　　　　ハ，自ラ既二履行シタルカ又ハ履行ヲ提供スルコトヲ要ス，但シ契約ノ
　　　　内容又ハ性質二依リ後二履行スベキ場合二於テハ此ノ限二在ラズ。
　　　第83条（旧96）　九六双務契約二於テー方ノ当事者ガ支払不能ト為リタル
　　　　トキ，殊二破産二陥リ又ハ無果実的二差押ヘラレ且此ノ財産状態ノ悪化
　　　　二因リテ相手方ノ請求権ヲ危クスルガ如キ場合二於テハ，相手方ハ反対
　　　　給付二対スル担保供与アル迄（第266条，第295条，第316条，第392
　　　　条）自己ノ給付ヲ保留スコトルヲ得。
　　　　相手方ガ相当ノ期間（第107条）内二自己ノ請求二対スル担保ノ供与ヲ
　　　受ケザルトキハ，契約ヲ解除スルコトヲ得（オーゼル・シェネンベルガ
　　　　ー共編，スイス債務法，司法省調査部，司法資料261号43頁）
（42）神崎・前掲461頁。
（43）　渡辺佐平『金融論』1頁以下参照。
（44）　曽野和明「ウイ・一一ン統一売買法（1980年国連条約）発効への動き」上・下
　　ジュリスト781号97頁以下，783号88頁以下参照。なお，72条では，重大な
　　契約違反を侵すであろう場合について，契約を解除できるとする。
（45）　Norbert　Horn，　Vetragsdauer－Die　Vertregsdauer　als　schuldrechtliches
　　Regelungsproblem．　Emp丘ehlt　sich　eine　zusammenfassende　Regelung
　　deh　Sonderprobleme　von　Dauerschuldverhtiltnissen　und　langfristigen
　　Vertrtigen？，　Gutachten　und　Vorschltige　zur　Uberarbeitung　des　Schuld－
　　rechts，　Bd　I，　S．551　ff．特に，行為基礎の欠歓（Wdgfall　der　Geschtifts－
　　groundlage）にっいてS．620　ff．なお，ジュリスト771号121頁以下，772
　　号202頁以下に簡明な紹介がある。
